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はじめに
住宅の所有形態は、所有権の強さに依存し、
建物の品質に彰響を及ぽす。そこで本稿は、住
宅の所有形態の違い、および建物の所有権に影
響を与える借地借家法が、建物の品質にどのよ
うな影響を及ぼすかを理論的な考察と実証的な
分析を行なうことにより、明らかにする。
日本の代表的な住宅の所有形態は、持ち家と
借家である。ただし、持ち家の場合、土地の所
有者が自己の場合と他者の場合がある。そこで、
以下では、自己の土地に建てた持ち家を「持ち
家j、他者の土地を借り、その土地の上に借地
人が建てた持ち家を「借地J')と呼ぶ。なお、
「借家」とは、土地と建物の両方が他者のもの
である。
Henderson and Ioannides (1983)は、家主
にとって、借家人が住居を傷つけたり汚したり
しても、その損害をすべて賠償させるような契
約を借家人と結ぶことは困難であるため、一般
に借家人は住居をていねいに扱わない傾向があ，
り、借家の品質は持ち家に比べて悪くなると述
べている。一方、金本(1989)は、借家人が住
居をていねいに扱わないのは、借家人が行なう
維持・補修に関する契約が不完全であるからだ
としている。すなわち、借家人の維持・補修投
資の便益は契約期間終了後も発生するが、裁判
所など第三者はその便益や価値を知ることがで
きないため、借家人は契約終了時にその正当な
対価を家主から受け取ることができない。この
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ため、金本 (1989)は、借家人の維持・補修努
力は不十分なものになると述べている。
借地の場合、契約終了後の建物の残存価値は
借地人に帰属される。したがって、建物の使用
方法については持ち家と借地に差はない。しか
し、この場合も、裁判所が建物の価値を過小評
価すれば、借地の品質は持ち家よりも劣化する
可能性がある。
また、借地借家法による借地借家権の保護も、
建物の品質に影響を及ぼす。借家の品質は、借
家人の維持・補修投資や借家の利用状況だけで
なく、家主の維持・補修投資にも依存する。
Albon and Stafford (1990)、Arnault(1975)、
Frankena (1975)、Henderson(1985)、
Kiefer (1980) および ~oorhouse (1972)は、
アメリカのいくつかの州で採用されている家賃
規制が2)、家主の維持・補修投資にどのような
影響を与えているかを分析している。その結果、
家賃規制は借家経営の収益を低下させるため、
既存の借家に対する家主の維持・補修投資を減
少させていることを示した3)。
日本の借家権の保護に偏った借地借家法も、
家賃規制同様に、借家経営の収益を低下させる
ため、家主の維持・補修投資を減少させる可能
性がある九しかし、Olsen(1988)は、イ昔家
人が家主に代わって建物の維持・補修を行なえ
ば、家賃規制は借家の品質を低下させるとは限
らないという。
Olsen (1988)の議論は、日本の借地借家法
にも当てはまるかもしれない。
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ほ力、
金本 (1989)の議論によれば、借家権の保護
がない場合には、借家人の維持 ・補修投資は減
少するから、逆に借地借家法によって借家権を
保護すれば、それは増加することになる。そう
であれば、 山崎 (1999)が述べているように、
借地借家法によって投資便益の多くは借家人に
帰着する可能性が大きくなるため、維持・補修
投資の権利を家主よりも借家人に与えたほうが
効率的である。しかし、日本の一般の借家契約
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本節では、①「持ち家」、「借地」、「借家」と
いう住宅の所有形態の違いが、住宅の品質維持
にどのような影響を及ぽすか、②借地借家法の
継続地代(または家賃)抑制主義が住宅の品質
にどのような影響を与えているのかについての
理論的考察を行なう。
では、借家人が建て替えや部屋のリフォーム、 住宅の所有形態と住宅の品質
屋根や壁の修理など大掛かりな増改築を行なう 住宅の品質維持は、家主の維持管理投資によ
ことは認められていないことが多い。 るところが大きい。家主は現在の価値だけでは
借地の場合も、借地権保護により、借地人の なく、将来、自分自身が居住したり、他人に売
投資から得られる便益が高められるため、維持 却したり、他人に貸したりするときの価値も考
管理投資が増加する可能性がある。ただし、 慮、して維持管理投資を実行する。家主の代わり
Seshimo (2003)は、借地人が契約更新から得 に、借家人が同ーの維持管理投資を実行するこ
られる便益を、土地の転用から得られる便益に とも可能である。以下では、住宅の所有関係別
比べ過大に評価するため、借地権保護は投資水 に、建物の維持管理投資がどのように異なるの
準を過大にさせる可能性を指摘している。 かを、持ち家を基準に考えてみよう。
既存の研究は、建物の品質に影響を及ぽす主 持ち家の場合、家主と借家人は同一人物にな
体は家主か借家人のどちらか一方のケースが多 る。したがって、家主の維持管理投資だけを考
い。実際には、両方の主体が投資を行なう可能 えればよい。借家の場合、家主と借家人は同一
性が高いと考えられる。そこで本稿では、どち 人物ではない。このとき、仮に家主ではなく、
らか一方の主体だげではなく、両方の主体が建 借家人が建物の維持管理投資を行なうとすると、
物の品質に影響を及ぽす投資を行なう場合も考 持ち家に比べ借家の維持管理投資は減少するこ
慮し、①住宅の所有形態の違いが住宅の品質維 とになる。なぜ、なら、借家人は自分自身が居住
持にどのような影響を及ぽしているのか、@借 し続けた場合の価値は考えるが、他人に売却し
地借家法の継続地代(または家賃)抑制主義が たり他人に貸したりするときの価値は考慮しな
住宅の品質にどのような影響を与えているのか いからである。したがって、借家の維持管理投
について、理論的な考察と実証的な分析を行な 資は家主が行なうほうが品質はより高い水準で
うことにより明らかにする。 維持され、かつそれが効率的である。このよう
に考えた場合、借家と持ち家の品質は等しくな
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る。 想される と、家主としての維持管理投資水準は、
次に、借地の場合、借地人は家主であると問 先の議論と同様に、持ち家に比べ過小になり、
時に借家人でもある。したがって、借地も持ち 借家人としての負の活動は持ち家に比べ過大に
家の品質と異なることはない九しかし、借地 なる。その結果、このような状況の下では、借
の場合は、将来自分自身が居住しない場合に、 地の品質は持ち家よりも悪くなる。
次のような問題が生じると考えられる。借地借
家法の下では、借地人は、契約期間終了後に契 借地借家法と住宅の品質
約更新をしない場合、建物の残存価値に等しい 日本では、さらに借地借家法の継続地代(ま.
金額を地主から補償されることになっている。 たは家賃)抑制主義のため、借地借家人が将来
これが、 市場価値に等しければ問題はない。 し 居住し続けることを有利にしている。 この借地
かし、その補償額に関して交渉がまとまらなけ 借家法が住宅の品質にどのような影響を及ぽす
れば、裁判所が補償額を決定することになる。 のかを考えてみよう。
ここで、裁判所の判断する補償額が市場価値よ 借地の場合、地代の低下により借地人の居住
り低いと予想されれば、借地の維持管理投資が 権が保護されるということは、契約更新しなか
減少し、借地の品質は持ち家の品質よりも悪く った場合の利益を一定として、自分自身が居住
なる。 し続ける場合の利益を増大させるため、 維持管
持ち家と借家人の維持管理投資がまったく同 理投資を増加させる。この意味で、借地の品質
じ効力を発揮するならば、借家の品質と持ち家 は借地借家法により改善される。ただし、契約
の品質が等し くなると述べたが、海外の実証研 更新しなかった場合の補償額の問題は変わらな
究はそれを支持していない (Galster1983，いため、 持ち家ほどには品質はよくならない。
Gatzlaff， Green and Ling 1998， Shiling， Sir 借地人の品質に対する負の投資を別に考えた
mans and Dombrow 1991)。すなわち、借家 場合はどうだろうか。自分自身が居住し続ける
の品質は持ち家の品質に比べて悪くなることが 場合の利益の増大は、日々の活動を過剰な方向
実証されている。 そこで、借家人の投資の意味 に働かせる。ただし、このよ うな行動は将来の
を次のように変えて考えてみよう。借家λは、 補償額の低下にもつながる。 借地人はこのこと
家具を設置 ・移動したり、絵画やカレンダーを も考慮するため、借地借家法が、負の影響をも
壁に張ったりするなどの生活活動を営んでいる。 たらす投資行動に与える影響は不確定になる。
このような活動は、借家人の満足度を向上させ 結果として、負の影響をもたらす投資行動も考
るが、同時に床や壁を傷つけることになり、住' 慮すると、借地の品質は借地借家法によ り改善
宅の品質にマイナスの効果を与えることになる する場合もあれば(ただし持ち家ほどまでには
だろう 6)。先にも述べたように、 借家の場合、 改善しない)、改悪につながる場合もあるとい
借家人は将来自分が居住しないと きの価値を考 うことになる。
慮しない。したがって、その分、持ち家に居住 借家の場合、家賃の低下により借家人の居住
する人よりも日々の活動が過剰になる(あるい 権が保護される と、契約更新した場合の家主の
は住居をていねいに使用することを怠る)7)。 利潤を低下させる。したがって、家主の維持管
その結果、家主の維持投資水準が等しくても、 理投資水準は借地借家法によりさらに減少し、
借家人の負の投資活動が過大なため、借家の品 借家の品質悪化に拍車がかかる。借家人が完全
質は持ち家よりも悪く なる8)。 代替的な投資を行なった場合はどうだろうか。
借地の場合は、 裁判所の判断により建物を失 確かに、 Olsen(1988)が指摘しているよ うに、
う補償額が建物の市場評価額より低くなると予 この場合家賃低下は単なるト ランスファーであ
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るため、借家人はその分投資を増加さぜる。し
かし、先にも述べたように、借家人は他人に売
却した り他人に貸した りするときの価値は考慮
しない。 したがって、た とえ借家権を保護しで
も、持ち家よりは品質は悪くなる。借家人の品
質に対する負の投資を別に考えた場合は、借家
権保護により契約更新した場合の借家人の利益
が増加するため、借家人の日々の活動はさらに
過剰になる。したがって、借地借家法は、家主
の維持管理投資水準をより減少させ、借家人の
負の活動をより過大にさせるため、借家の品質
を借地借家法がない場合に比べ、必ず劣化させ
ることになる。
2実証分析
実証分析に入る前に、第1簡の考察結果をま
とめておこう。ただし、ここでは、家主の投資
は建物の品質に対してプラスの効果を及ぽすが、
借家人の諸活動は建物の品質に対してマイナス
の効果を及ぼすことを前提とした場合の結果を
まとめている。①住宅の所有形態の違いに注目
すると、借地と借家の品質維持は持ち家の品質
維持よ りも 悪くなる、~借地借家法の存在に注
目すると、借家の品質はさらに悪化する。借地
の品質は、借地権保護により、良くなる場合も
悪くなる場合もある。ただし、良くなる場合で
も、 ①の所有形態の違いが影響するため、 持ち
家ほどには改善しない。第2節では以上のこと
を計量経済学的に分析し、検証していく。
デー タ
実証分析に用いるデータは、 『平成10年住宅
需要実態調査jと 『平成15年住宅需要実態調
査Jの個票データである。以下で本稿の分析に
用いたデータを解説してい く。
(a)老朽度
平成10年、平成15年の『住宅需要実態調査』
では、 調査員によって住宅の老朽度が目視によ
り調査されている。 老朽度は必要と考えられる
修理の程度によって、 平成10年度では 3段階
(無 ・小修理、 中修理、大修理)、平成15年度で
は2段階(無 ・小修理、大修理)に分けられて
いる。分析では、 老朽度のデ ター を住宅の品質
を表す変数と して、プロビッ トモデルの被説明
変数として用いているへその際、平成10年度
の3段階を 2段階 (無 ・小 ・中修理、大修理)
に集計しなおし、 平成15年度調査の2段階と同
様にし、修理がそれほど必要ない良い状態の建
物を 1、修理が必要な建物をOという 2値変数
である 10)。
(b)居住形態
居住形態と しては、第l節で定義したよう に、
[持ち家」、「借地j、「借家」の3分類であり、
これらの区別をダミ 一変数で行なっている。
(c)建築年度
住宅が建築された年度を表す。データは平成
10年度調査では14、平成15年度調査では13の階
級に区分されている量的変数である。もっとも
古い年度階級を 1としている。各階級の対応年
度は表lで示されている。
(d)入居年度
当該住宅に入居した年度を表す変数である。
データは建築年度と同様、量的変数を平成10年
度調査では14、平成15年度調査では13の階級に
区分したものである。
(e)住宅構造
住宅の構造を表すダミ ー変数である。構造の
種類としては、 「木造J(防火木造を含む)、 「鉄
筋鉄骨コンクリ トー造」、「その他」の3分類で
ある。
(f)床面積
住宅の l階の床面積である。単位はm'で、ある。
(g)所得
『住宅需要実態調査jでは、世帯全員の 1年
間の税込みの収入額の合計をきいており、 収入
の低いほうから平成10年度調査では 9、平成15
年度調査では13の階級に区分されている。
(h)総合評価
現在居住している住宅およびそのまわ りの環
境に対しての、居住者の総合評価である。4つ
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表1一割合(%)/平均値
変数名 カテゴリー
よ しh
住宅の状態
悪 しミ
所 有 地
所有形態 f昔 地
f昔 家
建築年度
H10年 H15年
入居年度
1 終戦前 S25以前
2 終戦時~ S25 S26~ S35 
3 S26~S35 S36~ S45 
4 S36~ S45 S46~ S55 
5 S46~ S50 S5治~S60
6 S51 ~ S55 S61~H 2 
7 S56~ S60 H3~H7 
8 S61~H 2 H 8 ~H10 
9 H3~H5 H11 
10 H6 H12 
11 H7 H13 
12 H8 H14 
13 H9 H15 
14 HlO 
木 造
建物構造 鉄筋鉄骨コンクリー ト造 (SRC)
そ の 他
床面積 (m')
T情 足
総合評価
まあ満足
多少不満
非常に不満
世帯人数(人)
世帯主年齢(歳)
H:平成 S:昭和
の階級に分けられた.質的変数であり、 lが満足
度がもっとも高く、 4がもっとも低いという順
序付けがされている(表 1参照)。
(i)世帯人数
世帯主を含む世帯人員の数である。
(i)世帯主年齢
世帯主の年齢である。
(k)引越し予定ダミー
f住宅需要実態調査Jでは住宅の住み替え・
改善の意向があるかどうかを聞いており、改善
の内容も聞いている。それらから現在の居住地
を引越すかどうかを識別することが可能である。
後でみるように、本稿では居住期間を借地借家
権保護の強さの代理変数とする。借地借家人が
今後引越すかどうかは、居住期間に影響を及ぽ
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平成10年 平成15年
89.29 97.60 
10.71 2.40 
90.19 92.33 
5.17 3.74 
4.64 3.92 
建築年度 入居年度 建築年度;入居年度
5.31 12.67 6.78 15.77 
2.24 4.61 4.10 6.78 
5.45 7.68 12.04 12.69 
13.55 12.90 23.85 19.57 
13.62 10.69 12.56 9.55 
15.42 12.15 11.88 9.23 
12.14 9.67 11.55 9.47 
12.72 10.79 8.11 6.95 
7.42 6.84 2.11 1.92 
2.58 2.14 2.27 2.24 
2.65 2.38 1.90 2.06 
3.02 2.73 1.63 l.97 
2.38 2.59 l.20 l.80 
l.51 2.15 
92.39 92.81 
5.42 3.45 
2.19 3.74 
87.85 87.12 
11.11 16.57 
55.9ゆ 53.47 
28.63 24.83 
4.27 5.13 
3.45 3.23 
55.58 58.39 
」ー-
すため、このダミー変数を作成する。引越す予
定がある世帯が1、そうでない世帯がOを表す
ダ、ミー変数である。引越す予定がある居住者と
ない居住者の行動の差が住宅の品質に与える影
響をコントロールするために説明変数として採
用した11)0
(1)建て替えダミー
『住宅需要実態調査』では、住宅の建築時期
と入居時期をきいているが、ある住宅への入居
時期よりもその住宅の建築時期が後になってい
るサンプルがある。 『住宅需要実態調査Jの質
問票によれば「増改築をした場合は、その部分
が現住宅の床面積の合計の半分以上であれば、
その時期を建築時期とする」と記されており、
これにより入居時期の後に建築時期がきている
サンプルが存在していると考えられる。よって、 表2-(1)式の推定結果
このサンプルを過去において増改築を行なった
住宅と解釈し、住宅の品質に影響を与えると考
えられるため、それについてのダミー変数を作
成し説明変数として加えた。すなわち、入居時
期よりも建築時期のほうが後の住宅をしそう
でないものを Oとするダミー変数である。
以上が、本分析で用いた変数である 12)。主な
データの割合(平均値)は表 lで示している。
表 lによると、住宅の老朽度について、大きく
修埋が必要とされた住宅が平成10年度調査では
約11%あったのが、平成15年では2.4%に減っ
ている。また、居住形態をみると約9割が「持
ち家」であり、建物構造も木造が約9割を占め
ていることがわかる。
推定モデル
①持ち家、借地、 借家という住宅の所有形態
の違いが、建物の品質維持にどのような影響を
及ぽすか、②借地借家法の継続地代(または家
賃)抑制主義が建物の品質にどのような影響を
及ぼすかについての実証分析を以下のモデルを
用いて検証する。
①についての推定モデル
日本では借地借家については、どの物件も借
地借家法が適用されているため、①だけの効果
を純粋に取り出すことは難しい。したがって、
ここでは借地借家法の効果を含めた所有形態の
違いが建物の品質に与える影響を分析する。分
析手法として、Gyouroko and Linneman 
(1990) と同様の手法を用いる。彼らは、住宅
の品質の状態が良い (sound)ものを l、そう
でないものを Oとする 2値変数を被説明変数と
し、家賃規制が建物の品質に与える影響をプロ
ビット推定している。本稿でも住宅の品質を表
す 「老朽度」のデ←タを被説明変数としてプロ
ビット推定を行なう。 推定する方程式は、
住宅の品質
= f (所有形態ダミー 、 住宅の属性) (1) 
平成10年 平成15年
Coef S.E. Coef. S.E. 
借家 -0.481掌取* (0.0334) 0.425察本場 (0.0505) 
借地 -0.145権移* (0.0360) 0.267* .事 (0.0559) 
建築年度 0.196機水津 (0.0038) 0.188*本浄 (0.0077) 
木造 -0.133本** (0.0468) 0.060 (0.0889) 
-0.086 (0.0852) 0.234 (0.1489) 
床面積 0.002**噂 (0.0002) 0.001 *** (0∞03) 
定数項 0.201本*キ (0.0551) 1.157**本 (0.0989) 
サンプル数 44142 45753 
LRchi2 3771.11 1048.46 
Psudo R2 0.1255 0.1011 
注1)***、事$、事は、推定された係数がそれぞれ1%、5%、
10%水準で有意なことを示す。
2 )定数項は、 SRC造の 「持ち家jを表す。
である。住宅の品質は「老朽度jのデータを用
い、住宅の品質が良いなら し悪いなら 0をと
る変数である。住宅の所有形態は 「持ち家」を
定数項として、「借地」と「借家」のダミー変
数を加えている。第 1節の理論的な考察から、
借地と借家の品質は持ち家と比較して悪くなる
という ととが示されている。このごとは、定数
項が持ち家を表しているため、借地と借家のダ
ミ←変数の係数がマイナスで推定されれば理論
と整合的になることになる。
住宅の属性を表す変数としては、住宅の建築
年度、構造、 1階床面積である。推定結果は表
2のとおりである。
表2によると平成10年、平成15年にかかわら
ず借家や借地のダミー変数の係数がマイナスで
推定され、理論的な考察を支持している。また
絶対値では借家の係数値のほうが大きい。定数
項が持ち家を表しているこ とを考えると、借家
や借地は持ち家と比較して、住宅の品質が良い
状態になる可能性が低いということであり、そ
の低くなる度合いは借地よりも借家のほうが大
きいととが示された。
そのほかのコントロール変数の係数値をみて
おこう。 建築年度の係数値がプラスであるこ と
より、よ り新しい住宅になるにつれ品質が良い
状態になる可能性が高くなる ことがわかる。ま
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表3 借ー地における (2)式、 (3)式の推定結果
平成10年 平成15年
引越し予定ダミー Coef S.E Coef S.E. 
建築年度 -0.119*本* (0.0207) 0.132*** (0.0300) 
木 造 0.385 (0.2573) 0.349 (0.2506) 
そのイ也 0.418 (0.4153) -0.438 (0.5089) 
床面積 -0.0002 (0.0013) 0.0001 (0.0022) 
世帯所得 0.121 *水場 (0.0256) 0.065* *事 (0.0212) 
総合評価 0.095 (0.0729) 0.2本幸* (0.0708) 
世帯主年齢 0.015*地* (0.0045) -0.011 * (0.0058) 
世帯人数 0.031本 (0.0188) 0.074 (0.0528) 
定数項 -1.239市*榊 (0.4481) 0.655 (0.5746) 
住宅の品質 Coef. S.E Coef S.E 
引越し予定ダミー 1.053*** (0.2933) -1.28 (1.4849) 
建て替えダミー -0.122 (0.0860) 0.229* (0.1374) 
入居年度×建築年度I 0.024 (0.0603) 0.236キ* (0.0988) 
×建築年度2 0.003 (0.0641) -0.143キ (0.0848) 
×建築年度3 -0.039 (0.0468) 0.043 (0.0609) 
×建築年度4 -0.092*ホ (0.0448) 0.093 (0.0泌8)
×建築年度5 -0.187*** (0.0627) 7.198*寧本 (0.1870) 
×建築年度6 -0.100 (0.1135) -0.103 (0.1178) 
×建築年度7 0.001 (0.1067) 6.57本** (0.3047) 
×建築年度8 0.163 (0.1182) 6.366本** (0.3711) 
×建築年度9 4.483*** (0.9178) 3.023*** (0.2169) 
×建築年度10 4.459* *本 (0.7768) 5.516**ホ (0.4997) 
x建築年度1 4.179事** (0.7950) 5.378*** (0.5581) 
×建築年度12 4.223*ホ* (0.8699) 5.225*** (0.6223) 
×建築年度13 4.022*本本 (0.7897) 
建築年度 0.179術移* (0.0198) 0.262事** (0.0654) 
木 造 0.029 (0.1722) -0.574* (0.3505) 
その他 -0.191 (0.3046) 7.614本キキ (0.3740) 
床面積 0.002キホ (0.0012) 0.003* (0.0018) 
定数項 0.168 (0.2215) 1.127*ホ* (0.4094) 
Logpseud仔likelihood -1088.87 547.50 
サンプル数 1866 1562 
Wald test of Pニ O chi'(l) =5.70 chi2(1) =0.51 
Prob. > chi2= 0.02 Prob. > chi2 = 0.48 
注 1)* *キ、キ*、*は、推定された係数がそれぞれ1%、5%、10%水準で有
意なことを示す。
2) pは、 (2)式と (3)式の誤差項の共分散であり、ゼロであれば内生性の問題は
起こらない。平成10年では内生性の問題が認められる。
3 )定数項はSRC造を表す。
②についての推定モデル
借地借家法の住宅品質への影響
をみるために、サンプルを借地と
借家に限って、さらにそれぞれ個
別に推定を行なう。推定方法は
Seemingly unrelated bivariate 
probitモデルを用いている 13)。
第 1節の理論的考察で、借地借
家法の存在が、借家の住宅の品質
を悪化させる傾向にあり、借地の
品質は、借地権保護により、良く
なる場合も悪くなる場合もあると
いうことが示された。よって理想
的には、借地借家法の影響を受り
ている住宅と受けていない住宅を
比較するのが望ましいが、『住宅
需要実態調査』のデータでは不可
能であったため、借地借家法の影
響を強く受けているものとそうで
ないものの差を比較する。その際
に入居時期を影響の強さの代理変
数として用いている。つまり、入
居時期がかなり前である借地(借
家)人は、長い期間継続地代(家
賃)抑制主義の思恵を受け続けて
きていると解釈し、建築年度が等
しい住宅において、入居時期の差
が住宅の品質に異なった影響を与
えるのかどうかを検証する。これ
た床面積の広い住宅ほど良い状態になる可能性 により、借地借家法の強さの影響が住宅の品質
が高いことが、床面積の係数の推定値がプラス にどのような影響を与えているかを分析する。
であることから示された。住宅の構造に関する 推定するモデルは、
係数は平成10年に関しては、木造ダミーの係数 住宅の品質
がマイナスで推定されている。定数項が鉄筋鉄 = g (入居時期、改築ダミー、引越し予定
骨コンクリートを表していることから、木造の ダミー、住宅の属性) (2) 
住宅は状態が良くなる可能性が低いことがわか である。 (2)式を、借地と借家について別々に推
る。このことは平成15年では係数は負であるが 定する。
有意ではなかった。 入居時期は、住宅の建築年度の階級ダミーと
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交差項になっており、建築年度別に係数を推定
できるようにしている。さらに建て替えダミー
との交差もとっている。したがっ
て、入居時期の係数は、過去に大
きな改築が行なわれていないもの
についてのみ建築年度別に推定さ
れ、過去に大きな改築が行なわれ
たものについては引越し予定ダミ
ーの係数として平均的に評価され
る。
理論的考察を検証するためには、
各建築年度別の入居時期の係数を
みればよいことになる。この係数
がプラスであれば、建築年度を固
定した場合に、入居時期が新しい
ほど住宅の品質がよいことになる。
ここで、入居時期や居住期間に
影響を与える引越し予定ダミー変
数の内生性の問題を考慮する必要
がある。引越し予定ダミーが完全
に外生変数であれば、 (2)式のプロ
ビット推定のみでよいが、引越し
予定も住宅の属性によって影響を
受ける可能性があり、その場合に
(2)式の誤差項と引越し予定ダミー
変数との聞に相関があり、内生性
の問題が起こる。そこで、将来引
越す予定があるかどうかの決定を
以下のようにモデル化する。
引越す予定
二 h (住宅の属性、居住者の
居住)
表4ー借家における (2)式、 (3)式の推定結果
平成10年 平成15年
引越し予定ダミー Coef. S目E. Coef. S.E 
建築年度 0.008 (0.0157) 0.029* (0.0162) 
木 ヌ、と旦と 0.167 (0.1906) 0.274 (0.2706) 
その f也 0.653 (0.4404) 0.527 (0.3987) 
床面積 0.0003 (0.0014) 。ω2 (0.0011) 
世帯所得 0.172キ** (0.0207) 0.081* * * (0.0134) 
総合評価 0.188本** (0.0464) 0.128**' (0.0450) 
世帯主年齢 0.025本*本 (0.0029) 0.018**命 (0.0026) 
世帯人数 0.094*** (0.0257) 0.033 (0.0266) 
定数項 -0.504ホキ* (0.3181) 0.593 (0.3621) 
住宅の品質 Coef. S.E Coef. S.E. 
引越し予定ダミー 1.021本*事 (0.1553) 0.611本本 (0.2808) 
建て替えダミー -0.611 *** (0.2559) -0.325 (0.2919) 
入居年度×建築年度 l 0.042 (0.0238) -0.009 (0.0285) 
×建築年度2 0.055ホ (0.0269) -0.016 (0.0335) 
×建築年度3 0.001 (0.0210) 0.01 (0.0247) 
×建築年度4 0.007 (0.0151) 0.02 (0.0232) 
×建築年度5 0.018 (0.0179) 0.043 (0.0371) 
×建築年度6 0.005 (0.0204) 0.342* (0.1761) 
×建築年度7 0.022 (0.0306) 0.01 (0.0933) 
×建築年度8 0.043 (0.0449) 4.533本ホ* (0.2729) 
×建築年度9 5.198** * (0.1363) 4.439本** (0.2765) 
×建築年度10 5.134*ホ* (0.1593) 4.391* *キ (0.3226) 
×建築年度1 1.428本** (0.1763) -1.675*ホ (0.6709) 
×建築年度12 4.893*ホ* (0.2158) 4.062*ネホ (0.3947) 
×建築年度13 4.635**ホ (0.2277) 
建築年度 0.151* *ホ (0.0253) 0.126*市* (0.0396) 
木 ち国a己 0.218 (0.2504) 0.315 (0.4640) 
そのイ也 0.833 (0.4593) 0.359 (0.5911) 
床面積 0.001*キキ (0.0012) 0.001 (0∞16) 
定数項 0.352本** (0.2923) 1.001 *指 (0.5037) 
Logpseudかlikelihood -1739.87 -1327.04 
サンプル数 1713 1691 
Wald test of p =0 chi'(l) =19.80 chi'(l)ニ 3.40
Prob. >chi2=0.00 Prob. >chi2=0.07 
注 1)日章、字率、#は、推定された係数がそれぞれ1%、 5%、10%水準で有意なこ
とを示す。
2) pは、 (2)式と (3)式の誤差項の共分散であり、ゼロであれば内生性の問題は
起こらないが、荷年度ともに pはゼロではない。
3 )定数項はSRC造を表す。
(3) も同じ符号であった。将来引越す可能性が高い
住宅の属性は、 (1)式や(2)式と同様で、ある。それ ものとして、住宅の建築年度が古いもの、また
らに加えて居住者の属性として、所得、住宅の 世帯の特徴に関しては、収入が高い世帯、住宅
総合評価、世帯主年齢、世帯人数を加えている。 の総合評価が低い世帯、世帯主の年齢が若い世
(2)式と(3)式を Seeminglyunrelated bivariate 帯であることが示された。
probitモデルを用いて推定する1ぺ(2)式と(3)式 下段が住宅の品質(老朽度)を被説明変数と
の誤差項はともに正規分布であると仮定する1九 するプロビット推定モデルの推定結果である。
推定結果を表3、表4に報告している。 まず、入居年度の係数についてみていこう。調
上段が(3)式の推定結果になる。借地、借家あ 査年度や借地、借家に関わらず、過去に大きな
るいは調査年によって、有意かそうでないかの 改築を行なっていない住宅に関しては、符合が
差はあるが、有意であった係数についてはどれ プラスで有意に推定されているものが多くみら
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れる。すなわち住宅の建築時期が同じであって
も、居住期間が長いと品質が悪くなる可能性が
高くなるということが示された。しかし、借地
と借家を比較すると、平成10年、平成15年度調
査の両方にマイナスで有意に推定されているも
のが借地のほうにみられる。また、建築年度聞
で比較すると、比較的住宅の建築年度が新しい
住宅は、借地、借家に関わらずプラスで有意に
推定されている。入居時期を借地借家法の影響
度の代理変数として考えるとすれば、借地借家
法の影響が強い住宅ほど住宅の品質が悪くなる
という傾向が、借地よりも借家に、また比較的
新しい建築年度の住宅に対して安定的にみられ
ることが示された。
引越し予定ダミーの係数は有意に推定されて
いるものはどれも符号がプラスであった。すな
わち、引越す予定がすでにある世帯は、住宅を
ていねいに使っている傾向にあることがわかる。
一方、過去に大きな増改築を行なった住宅に
関しては、建て替えダミーの係数がマイナスで
有意に推定されていることから、過去に大きな
建て替えが行なわれたにもかかわらず、住宅の
品質は悪い傾向にあるということが示された。
おわりに
本稿では、家主と借家人の双方が建物の品質
に影響を及ぽす投資を行なう場合を考慮し、①
住宅の所有形態の違いが住宅の品質維持にどの
ような影響を及ぼしているのか、~借地借家法
の継続地代(または家賃)抑制主義が住宅の品
質にどのような影響を与えているのかについて
理論的な考察と実証的な分析を行なった。その
結果、家主の投資は建物の品質に対してプラス
の効果を及ぽすが、借家人の諸活動は建物の品
質に対してマイナスの効果を及ぼすことを前提
とすれば、①住宅の所有形態の違いに注目する
と、借地と借家の品質維持は持ち家の品質維持
よりも悪くなること、②借地借家法の影響度が
強くなると、借家においては、住宅の品質はさ
らに悪化し、借地における住宅の品質は、借地
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権保護により悪くなる場合が多いが、良くなる
場合もみられる、ということが理論と実証の両
方から示された。
*本稿作成にあたり、住宅経済研究会に参加された
方々から有益なコメントをいただいた。御礼申し上げ
る。
J主
1 )ここでいう「倍地」に、定期借地は含まれない。
2 )借家法と家賃規制の類似点や違いについては
Hubert (1989)、八回(1994)を参照せよ。
3) Gyourko and Linneman (1990)、Moonand Stot-
sky (1993lはニューヨークの家賃規制が借家の品質
を低めていることを実証している。
4 )借地借家法が借家の質的側面に与える影響の分析
は、それが量的側面に与える影響の分析と異なる。
すなわち、後者は借地借家法が新規の借家供給や倍
家需要に及ぼす影響を分析するのに対し、前者は、
すでに存在する借家の維持・補修投資の影響を分析
する。
5 )本稿では、地主は建物に対してなんら投資活動を
行なわないと仮定している。
6 )ただし、借家人は玄関、窓を開けたり、掃除をし
たりするなどの生活活動も営んでいる。これらは、
住居の湿度を調整したり、部屋を清潔に保ったりす
るという意味で、住宅の品質維持にプラスの効果を
発揮すると思われる。このようなことも維持管理投
資と考えれば、家主と借家人の維持管理投資は同ー
とは考えられなくなる。この点は岩田 (2001)を参
照せよ。
7 )このため、借家契約においては、家主は借家人の
行動を敷金でコントロールしようとする。しかし、
近年の敷金に関わるトラブルの増大は、敷金で借家
人の行動をコントロールすることの難しさを物語っ
ている。
8 )との結論は、建物の品質は家主と借家人の投資活
動に依存し、かつそれら 2つの変数の水準が無関係
に決まる(戦略的に独立である)ことを仮定してい
る。この結論は、家主と借家人の投資活動が(戦略
的)補完関係にある場合も支持される。詳細は
Iwata and Yamaga (2004)を参照せよ。
9 )調査員の目視という点で、デ←タの信頼性に疑問
がもたれるが、簡単なものであれ、すべての住宅に
ついて共通の基準に基づいて判断がされている。住
宅の増改築にかかった費用額のデータを用いるとと
も検討したが、過去 5年以内に住宅に変化があった
場合にのみ質問されており、用いることができなか
ったQ
10)この老朽度のデータは、建物の外側からの評価の
みとなるため、内部の老朽度の評価は考慮されてい
ない。
11)ただし、この変数に関しては内生性の問題が考え
られる。そのことへの対策は後述する。
12) このほか、『住宅需要実態調査Jには都道府県の識
別が可能である。本稿でもこの都道府県による固定
効果をみた分析も行なったが、それらの回定効果が
ほとんど有意でなかったこと、また推定モデルのひ
とつが収束にいたらなかったこと、さらに都道府県
という地域の違いのくくりが今回の分析において理
論的に重要でなかったなどの理由から、本稿は都道
府県の固定効果を除いて分析を行なった。
13) この手法は、説明変数内に内生性の可能性をもっ
変数が含まれている場合に推定を 2段階に分けて推
定する方法である。
14)内生性の問題の対処方法としては、へックマンの
2段階推定法や DD推定法などいくつか存在するが、
データの利用可能性や頑健性を考慮して Bivariate
probitモデルを今回は採用した。日本の住宅に関す
る内生性の問題を考慮している分析として、大竹・
山鹿 (2001、2003)がある。また、 Bivariateprobit 
モデルについては Gr巴巴n巴 (2003)を参照されたい。
15) (2)式と(3)式の誤差項の共分散をpとすると、 ρがゼ
ロであれば(2)式のモデルを独立でプロビット推定す
るのが適当ということになるが、表3、表4のρの推
定結果をみると、平成15年の借地以外はすべてゼ、ロ
でない。したがって内生性の問題が起こっていない
と断定することはできない。
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